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（市民の調査請求権） 

第７条 市民は、議員が第２条及び第４条の規定に違反する疑いがあると

認めるときは、これを証する書面を添え、議員３名以上の紹介、又は地

方自治法第18条に定める選挙権を有する者の100人以上の連署とともに、

文書で議長に調査を請求できる。 

２ 議長は、前項の規定による請求を受けたときは、10日以内にその書面

の写しを添えて奈良市政治倫理審査会条例（平成○年奈良市条例第○条）

に基づき設置する奈良市政治倫理審査会（以下「審査会」という）に調

査を求めるものとする。 

第７条 市民は、議員が第２条及び第４条の規定に違反する疑いがあると認めるときは、これを証す

る書面を添え、地方自治法第18条に定める選挙権を有する者1000人の以上の連署とともに、議長に

調査を請求できる。 

２ 議長は、前項の規定による請求を受けたときは、10 日以内にその書面の写しを添えて（仮称）請

求審査検討委員会を開催し、結果を受けて奈良市政治倫理審査会条例（平成○年奈良市条例第○条）

に基づき設置する奈良市政治倫理審査会（以下「審査会」という）に調査を求めるものとする。 

 

（請求人の人数については、別途検討が必要） 

 

（審査会の調査） 

第８条 審査会は、第７条第２項の規定により調査を求められたときは、

当該事実の存否の調査を行い、60日以内に調査結果報告書を議長に提出

しなければならない。 

２ 議長は、前項の規定により調査結果の報告書の提出を受けたときは、

10日以内に請求者に文書で回答するとともに、速やかに公表しなければ

ならない。 

３ 審査会は、第1項の調査を行うため、関係者から資料の提出を求め、事

情聴取を行うことができる。 

４請求人は必要に応じ審査会に出席して意見を述べなければならない。 
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（遵守事項の違反行為に対する措置） 

第９条 議員が第４条に違反している疑いがある場合、議長は、速やかに

審査会に調査を依頼しなければならない。 

２ 前項の規定により調査した結果、第４条の規定に違反しているとの結

果が出た場合は、市長は、当該契約を締結してはならない。この場合に

おいて、市長は、その旨を公表するものとする。 

 

（贈収賄罪による起訴後の説明会） 

第10条 議員が刑法第197条から第197条の4まで及び第198条に定める贈収

賄罪により起訴され、なおその職にとどまろうとするときは、議長は、

当該議員の請求により、市民に対する説明会を開催し、当該議員に出席、

釈明させるものとする。 

２ 前項の説明会開催請求は、起訴された日から50日以内にしなければな

らない。 

 

（贈収賄罪による起訴後の説明会） 

第10条 議員が刑法第197条から第197条の4まで及び第198条に定める贈収賄罪により起訴され、判決

確定後なおその職にとどまろうとするときは、議長は、当該議員の請求により、市民に対する説明

会を開催し、当該議員に出席、釈明させるものとする。 

 

（裁判中の取り扱いは、「疑わしくは被告人の有利に」との観点から、結審・判決確定後するべきで

はないか？） 
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（資産報告書の提出） 

第11条 審査会は、事案の解明のため必要があるときは、資産報告書の提

出を求めることができる。 

２ 審査会は、前項による資産報告書の提出があったときは、これを市民

に公開する。 

（資産報告書の提出） 

第11条 審査会は、事案の解明のため必要があるときは、資産報告書の提出を求めることができる。 

２ 審査会は、前項による資産報告書の提出があったときは、法律に別段の定めがある場合を除きこ

れを市民に公開する。 

 

（個人情報の保護） 

（議員の協力義務等） 

第12条 議員は、審査会の要求があるときは、審査に必要な資料を提出し、

または会議に出席し意見を述べなければならない。 

２ 審査会は、必要があると認めたときは、公務所及び公私の団体等に照

会して実態を明らかにするものとする。 

３ 審査会は、議員が虚偽の報告をしたとき、または調査に協力しなかっ

たときは、その旨を公表するものとする。 

（議員の協力義務等） 

第12条 議員は、審査会の要求があるときは、審査に必要な資料を提出し、または会議に出席し意見

を述べなければならない。 

２ 審査会は、法律に別段の定めがある場合を除き、公務所及び公私の団体等に照会して実態を明ら

かにするものとする。 

３ 審査会は、議員が虚偽の報告をしたとき、または調査に協力しなかったときは、その旨を公表す

るものとする。 

 

（３項 憲法の代３８条規定との整合性と名誉回復の方法も検討すべき） 
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(調査結果等の公表) 

第13条 条例第６条２項、第８条２項、第９条２項、第11条２項、第12条

３項の公表は、次に掲げる方法により行う。 

（1） 市の広報紙又は議会の広報紙に掲載する方法 

（2） その他議長が適当と認める方法 

(調査結果等の公表) 

第13条 条例第６条２項、第８条２項、第９条２項、第12条３項の公表は、次に掲げる方法により行

う。 

（1） 市の広報紙又は議会の広報紙に掲載する 

（2） その他議長が適当と認める手段 

 

 

 

（委任） 

第14条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な

事項は、規則で定める。 

 

付 則 

この条例は平成  年  月  日から施行する。 

 

（経過規定） 

１ この条例の施行の際、現に議員である者の第５条の規定の適用につ

いては、同条第３項中「議員の任期開始の日」とあるのは「この条例

の施行の日」とする。 

２ この条例の施行の際、既に工事等の契約を締結しているものについ

ては、この条例は、適用しない。 

 

 


